
により事業活動に
〈影響を受けている〉〈影響が懸念される〉
神奈川県の中小企業のみなさまへ

米国関税及び日産自動車生産縮小に関する対策協議会

※支援施策によっては、公募期間が終了している場合がありますので、必ず公募要項等をご確認ください。

活用できる支援施策、相談窓口を

お探しのみなさまを支援します。

特別相談窓口

神奈川県

金融課金融相談窓口 045-210-5695

商工会議所

045-671-7450横浜商工会議所

044-211-4１１4川崎商工会議所

042-753-8135相模原商工会議所

046-823-0402横須賀商工会議所

0466-27-8888藤沢商工会議所

0465-23-1811小田原箱根商工会議所

0463-22-2511平塚商工会議所

046-221-2153厚木商工会議所

0467-23-2563鎌倉商工会議所

0467-58-1111茅ヶ崎商工会議所

0463-81-1355秦野商工会議所

046-881-5111三浦商工会議所

046-263-9112大和商工会議所

046-231-5865海老名商工会議所

商工会

046-873-2774逗子市商工会

046-875-2810葉山町商工会

0463-95-3233伊勢原市商工会

0463-61-0871大磯町商工会

0463-71-1082二宮町商工会

0467-75-0185寒川町商工会

0465-43-0113小田原市橘商工会

0465-68-0033真鶴町商工会

0465-63-0111湯河原町商工会

046-251-1040座間市商工会

0467-78-0606綾瀬市商工会

046-286-3672愛甲商工会

0465-74-1346南足柄市商工会

0465-83-3211足柄上商工会

0465-76-3451山北町商工会

042-782-3338城山商工会

042-784-1744津久井商工会

042-684-3347相模湖商工会

042-687-2138藤野商工会

日産自動車の

生産縮小

米国関税措置

神奈川県のウェブサイトはこちら

（令和8年４月１日現在）

国

関東経済産業局 製造産業課

航空宇宙・自動車産業室
※日産自動車関係のみ

04８-600-０２８２

神奈川県信用保証協会

045-681-7178横浜支店

044-222-7811川崎支店

0465-23-0138小田原支店

046-822-3821横須賀支店

0466-23-0792藤沢支店

046-221-0633厚木支店

042-752-0575相模原支店

商工中金

04５-２０１-３９５２横浜支店

04５-２０１-３９５２川崎支店

04５-２０１-３９５２横浜西口支店

04２-786-６２３０相模原営業所

日本政策金融公庫

04５-682-１０６１

0570-０３９５７４

横浜支店 中小企業事業

国民生活事業

0570-０４１１３７横浜中央支店 国民生活事業

0570-０４１403川崎支店 国民生活事業

0570-０４１４２０小田原支店 国民生活事業

04６-２９７-５０７１

0570-０４１６３２

厚木支店 中小企業事業

国民生活事業

その他

045-633-5131神奈川県中小企業団体中央会

045-222-3901ジェトロ横浜 ※関税措置のみ

0３-３５５３-９３００全国商店街振興組合連合会

0３-５４７０-１６２０

中小機構 関東本部

企業支援部 企業支援課

横浜市信用保証協会

04５-６６２-６６２３本店

04５-470-５６００新横浜支店

04５-３１９-５３３５横浜駅前支店

04５-８４４-６６２１上大岡支店

川崎市信用保証協会

04４-２11-０５０1企業支援部 企業支援課

04４-850-0055北支所企業支援課

04４-２１１-0504経営支援推進課

よろず・ワンストップ相談窓口
（ 公財）神奈川産業振興センター（KIP）

045-633-5071



事業再生サポート融資

経営改善・再生支援強化枠

支
援
施
策
の
例

神奈川県金融課金融相談窓口

045-210-5695

ものづくり補助金事務局サポートセンター

050-3821-7013

中小企業省力化投資補助事業コールセンター

0570-099-660

中小企業新事業進出補助金事務局

補助金事務局のホームページをご覧ください。

事業承継・Ｍ＆Ａ補助金事務局

050-3145-3812（専門家活用枠・廃業再チャレンジ枠）

050-3192-6274（事業承継促進枠）

050-3192-6228（PMI推進枠）

かながわ中小企業成長支援ステーション

045-285-0748

神奈川県金融課金融相談窓口

045-210-5695

売上高又は売上総利益額（粗利益）が減少した中小企業者等の資金繰りを支援します。

●融資限度額：8,000万円 ●融資利率：年利2.2％以内（固定) ●信用保証料率：0.225～0.95％

生産性向上に資する、革新的な新製品・新サ-ビスの開発や、海外需要開拓等を行う事業のために必要な設備投資・

システム構築等を支援します。 ●補助上限額：750万円～4,000万円 ●補助率：１/2もしくは2/3

売上拡大や生産性向上を後押しするために、人手不足に悩む中小企業等の省力化投資を支援します。

●補助上限額：カタログ注文型 1,500万円 一般型 １億円

●補助率：カタログ注文型 1/2以下 一般型 中小企業1/2、小規模・再生２/３

既存の事業とは異なる、新市場・高付加価値事業への進出に係る設備投資等を支援します。

●補助上限額：2,500万円～9,000万円  ●補助率：1/2

「創業者」や「経営の革新に取り組む小規模企業者等」の皆さまが設備を購入する際、必要とする設備を（公財）神奈川

産業振興センターが皆さまに代わって購入し、割賦販売またはリースすることにより設備導入を支援します。

●貸与上限額：１億円  ●利率：年0.8％～（割賦） 新規利用者は年0.1%金利優遇

小規模事業者等が商工会・商工会議所等と経営計画を作成し､その計画に基づき行う販路開拓の取組等を支援します。

●補助上限額：枠により異なる  ●補助率：2/3（一部の枠は条件によって３/４）

事業承継を予定している場合の設備投資等に係る費用や、M&A時の専門家活用に係る費用、M&A後の経営統合

に係る費用、事業承継・M&Aに伴う廃業等に係る費用を補助します。

●補助上限額：枠により異なる ●補助率：1/3・1/2もしくは2/3

新たな市場開拓や売上拡大を目的として国内外で開催される展示会への出展費用等を助成します。

※国内の展示会は工業系及び食品系製造業が対象です。

●補助上限額：国内 25万円又は30万円、アジア等 50万円、欧米 １００万円 ●補助割合：1/2以内

上記融資対象に該当し、資材高騰や物価高、人手不足等の影響を受けた中小企業者等の資金繰りを支援します。

●融資限度額：２憶8,000万円 ●融資利率：年利3.0％以内（固定） ●信用保証料率：0.4％

ものづくり・商業・

サ-ビス生産性向上促進補助金※

中小企業省力化投資補助金※

中小企業新事業進出補助金※

設備貸与制度

小規模事業者持続化補助金※

展示会出展助成金

事業承継・M&A補助金※

神奈川県事業承継補助金

売上高等が減少した

経営の効率化や

革新、新分野進出を

図りたい

販路を拡大したい

事業承継を

円滑に行いたい

事業再生・再建に

取り組みたい

日産自動車追浜工場の車両生産終了等により影響を受ける事業者を優先採択

社会的、経済的環境の変化等外的要因により、一時的に売上の減少等業況悪化をきたしているが、中長期的には

その業況が回復し発展することが見込まれる中小企業・小規模事業者の資金繰りを支援します。

●貸付限度額：７億２,000万円（中小企業事業）、7,200万円（国民生活事業） ●貸付利率：基準利率

日本政策金融公庫 事業資金相談ダイヤル

0120-１５４-5０5

日産自動車追浜工場の車両生産終了等により影響を受ける事業者を優先採択

米国関税及び日産自動車の生産縮小等により影響を受ける事業者に加点措置

日本政策金融公庫 セーフティネット貸付

（経営環境変化対応資金）

（公財）神奈川産業振興センター

045-633-506６

神奈川県生産性向上補助金事務局

045-315-3755

神奈川県小規模事業者デジタル化
支援推進事業費補助金

小規模事業者の業務効率化を図るため、デジタル化に向けたシステム導入等に対して補助します。

●補助上限額：50万円 ●補助率：２/３

神奈川県小規模デジタル補助金班

070-1187-0348

（公財）神奈川産業振興センター

045-633-5170（国内）

045-633-5１２６（海外）

経営資源・雇用の喪失を防ぐことを目的として親族承継に係る株価算定や第三者承継に係る人件費や企業価値の

算定費用等にかかる経費の一部を補助します。

●補助上限額：20万円もしくは100万円 ●補助率：１/２もしくは２/３以内

神奈川県中小企業活性化協議会等の指導もしくは助言又は経営サポート会議等の検討により作成された事業再生計画等

に従って事業再生に取り組む中小企業者等（NPO法人、医療法人を除く）の資金繰りを支援します。

●融資限度額：２億8,000万円 ●融資利率：年利3.0％以内(固定)  ●信用保証料率：0.8％又は1.00％

神奈川県金融課金融相談窓口

045-210-5695

※記載内容は、一部令和８年度当初予算案に基づくものであり、当初予算案の成立が前提です。今後の国会等の審議次第では事業内容等が変更される可能性があります。

神奈川県中小企業活性化協議会 常駐する専門家が収益力改善から事業再生、廃業・再チャレンジまで幅広く支援します。 神奈川県中小企業活性化協議会

045-633-5143

原油・原材料高騰等対策特別融資

（日産自動車関連対策特別融資）

神奈川県中小企業生産性

向上促進事業費補助金
（一般枠・グループ化支援枠）

生産性向上に資する設備導入に対して補助します。また、グループ化後の事業統合に伴う設備投資への支援枠を新

設します。 ●補助上限額：500万円～4,000万円 ●補助率：１/2（小規模事業者 ２/３）

自動車部品サプライヤー
事業転換支援事業※

神奈川県事業承継・

引継ぎ支援センター
常駐する専門家が親族内承継や役員・従業員承継、第三者承継（M&A）等、様々な事業承継について支援します。

神奈川県事業承継・引継ぎ支援センター

045-633-5061

CASE対応や米国関税、日産自動車生産縮小等による事業環境の変化の影響を受ける中堅・中小自動車部品サ

プライヤーの皆さまに対して事業転換や新事業進出、事業成長等の支援を行います。

かながわ自動車部品サプライヤー支援センター

045-633-5062


